









































































































































































































































































































NORD－EST 2，200 1，625 1，030
MARlNE－HOMECOURT1，710 895 410
LONGWY 2，405 1．245 450
DENAIN－ANZIN 3，415 2，010 1，010
CHATILLON 5，665 4，260 1，580
SENELLE－MAUBEUGE4，125 2，550 945
LORRAINE－MINIERE3，800 1，700 400























年度 純利益（フラン） 配当（％） 年度 純利益（フラン） 配当（％）
1920 3，534，230 8 1930 4，069，460 8
1921▲27，455，6840 1931 0 0
1922 ▲4，856，ユ61 0 1932 0 0
1923 2，529，439 0 1933 5，161，067 6
1924 5，081，755 0 ユ934 4，939，646 6
ユ925・ 5，328，947 0 1935 1ユO，310 0
1926 7，967，695 10 1936 5，162，ユ93 6
ユ927 2，875，021 0 1937 8，864．445 10
．1928 5，544，768 7 1938 10，828．06812
















































BEAUTOR ○ ○ ○
◎CHAYILLON ○ ○ ○ ○ ○ O○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
◎CHlERS O○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O○
◎DENAIN・ANZIN ○O○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
＝BIACHE－SA－NT－VAAST ○O
◎DEWENDEL ○O○O○O ○ ○ ○ ○ ○









◎LONGWY ○ ○ ○ ○ ○ ○O○ ○ ○ ○ ○ ○MARCELLOT ○
◇MARMICHE ○ ○ ○ ○ O○ ○ ○
⇔◎MAR1NE　HOMECOURT○ ○ ○ ○ ○ ○
⇔◎M工CHEVILLE　CHAMPAGNE○O ○ O OO
三◎ROMBAS ○O○ ○O OO○O
＝ALLEVARD O
＝VINCY ○
◎NORD－EST ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
◎POMPEY ○ ○O○ ○ ○ ○ ○
＝STRASBPURG O
◎PROVIDENCE　　　　　　　　一○O○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
◎SCHNElDER ○ ○ ○ ○O ○ ○
二◎KNUTANGE ○ ○ ○ O
三◎NORMANDE O○ ○ O O○














































































































































































コントワール 割当比率 関連工場 特　例 輸　出 諸問題 計
半製晶 13 20 6 8 13 60
形鋼 ユO 8 7 16 41
マーチャント・バー 13 10 7 20 50
帯鋼・鋼管 5 5
厚板・申板 9 4 4 11 28
薄板 6 1 2 ユ3 22




























K皿utange 7．136．996．736．63 6．5 6．36，0735．993
Lo㎎wy 6，996．867．046，93 6．8 6，668．9958．877
Marine　Homecourt1．241，211．391．371．342．051．9732．116
Marmiche 7．076，947．5I7．627．477．367．1297．664
Michevi11e O．77O．75O，74O．730．71 O．7 0．6750．666
Chatil1on　Commentry5．825．7ユ 6．316．11 6，！ 5．975，9895．91
Nord－Est 6．286．166．286．186．079．018，6948．58
Normande 4．454．36 4．4 4．484．4 4．3 4．1494．094
Pompey 2．292，242．862．822，772．712．6412．606
Providence 5，9 5．795，795，835．72 5．6 5．4385．366
Rombas 7．377．237．087．377，327．176，9147．34
Schneider 2．662．61 2．5 2．55 2．5 2．452，3982．366
Se口el1e　Maubeuge4，8 4．72 4，9 4．834．744．64垂．92 4．885




























































































































加　盟　企　業 工　　場 形鋼 マーチャント・バー 広板 薄板 レール
BASSE－1NDREBASSE－lNDRE 90










CHATILLONNEUVES－MAISONS13．0015．00 14MONTLUCON 90．001SBERGUES45．0039．50 32 62
NORD－EST HAUTMONT 39．50VALLENCIENNES45．00 72
NORMANDIEMONDEV1LLE70．0080．00
POMPEY POMPEY 13．0015．00 12
PROVIDENCEREHON 3．25HAUTMONT45．0039．50 62
ROMBAS ROMBAS 6
SENELLE－MAUBEGELON WY 3．253．25 0MAUBEUGE 39．50
SOUS－le－BOIS 62
出典：AN139AQ133，co11蜘arbit・al，se口t㎝ceパ127，163，164，165，167，19ユより作成
にさかのぼって30フランに滅額するという要求が出されていたが，表8による
と，マーチャント・バーが39．5フランとO．5フラン削滅されたのみである。
地理的優遇金の実施は，実際よりも高い輸送費を請求することにより，コン
トワールが存在しない場合と比べて高い製晶引渡価格での販売を示すものであ
る。優遇金は，自由競争においては発生しない利益の，鉄鋼経営者の総意によ
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る分配であり，企業に追加的利益を保証する一手段であった。このように鉄鋼
経営者は，CSF体制の下でも自社の利益の増大に対しては積極的であった。
ところで，裁定委員会は単に個別企業の利益増大要求の調整機関として機能し
たのみではない。この点に関して次節で検討しよう。
　12）企業の利益と産業の利益との調整
　一般協定第7条および半製品コントワール定款第11条は，コントワールに加
盟する製鋼企業が非加盟企業もしくは加盟企業に半製品を供給する協定を締結
する自由を，供給を受ける企業が鋼生産を削滅する場含にのみ，認めている。
この場合，供給する製品は割当から除外されるか部分管理の対象とされ，製鋼
企業にとっては生産や利益を増大させる手段でもある。そこで，鉄鋼経営者は
裁定委員会に対して同条項の対象であることを認める要求をおこなった。
　その結果，例えばド・ヴァンデル社とスネル社によるグーニョン社
（GUEUGNON）への供給とエスゴー・工・ムーズ社（ESCAUT＆MEUSE）
との協定は条件付で認められ，一部の製品は関連工場扱いとされた。また，ド
ナン社とフランス機械建設社（Soci6tξFranCaise　de　c㎝structions　M6cani・
ques）との協定と，ロンウィ社とエヌボン社（HENNEBONT）。との協定も条件
付で承認された。一方，ロレーヌ社が要求した，同社とROECHLING社
VOELKLINGEN工場とドヴァンデル社エヤンジュエ場（HAYANGE）、との協
定およびドナン社とモーリス・ダンビエルモン社（Maurice．DEMBIER・
MONT）との協定は否定された。また，ロンバ社とスネル社がポンペイ社と結
んだコントワール成立以前の協定に関しても拒否された㌔
　鉄鋼経営者は自社の利害から」こうした要求をおこなったのだが，この条項は，
認められれば加盟企業にとって粗鋼生産を増大できるのみならず，、自前の小規
模高炉を持つ圧延企業が圧延専門メーカーへと転換していくことを意味し，生
産の集中を促進し産業全体の生産の合理化をもたらす要素があった。表3から
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気づくことだが，コントワールに加盟する企業は，銑鋼圧延のすべてをおこな
う統合大企業と，その関連工場となったかあるいは独立を維持する単純圧延企
業へと二極化する傾向にある。このように主要製鋼企業の鋼生産を増大させな
がら産業の合理化を進展させる同条項は，個別企業の利益と産業全体の利益と
の軸を一つにしたものである。CSFの意義は実はこの点にあった鯛。
　先述したように，割当比率が結果的に設備投資競争を促進したこと，関違工
場の認定が業界再編・グループ化を進展させたこと，地理的優遇金等の分配に
よって利潤を増大させたこと，これらはすべて各企業の利害調整という形式を
とりながら，フランス鉄鋼業の合理化による競争力強化と産業全体の発展に向
けて，CFF＝CSFを代表して裁定委員会が方向付けたCFF：CSFの戦略で
あった。
　裁定委員会は一方で企業問の利害を調整しながら，他方で産業全体に資する
ように判決をおこなった。裁定委員会は裁定をおこなう際に「全体の利益を害
しない範囲で」と条件をつけたが，ここでいう全体の利益とは単に金銭的利益
のことではなく，CSF体制による鉄鋼業の発展を意味する。裁定委員である
キャルリオーズはクレマンテル報告の中でフランス鉄鋼業の競争力強化の方策
としてアンタントの利用を主張した。また，同委員のオーブランやランベー
ル・リボはCFFの役員であり，また，デュ・カステル，ユベルソンは公共土
木省の役人としての経歴を持つなど，個別企業の利害よりも，産業全体の利害
を視野に入れて発言できる立場にあった。これらの裁定委員による定款作成や
裁定判決は個別企業の利害を尊重しつつも，産業全体の発展を促進する要素が
加味されていたのである。
　CSFによる合理化には，第二次大戦後におこなわれた国家主導によるドラ
ステイックな合併運動とナショナルチャンピオン政策によるユジノール・サシ
ロールヘの統合という劇的な方法ではなく，飽くまでそこには鉄鋼経営者の生
産＝経営に対する自立牲が存在していたのである。このように各企業の経営の
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自由を維持しながら，裁定委員会による調整という手段を用いて，CSF＝CFF
体制は全体としての鉄鋼業の発展を方向付けたのである。
おわりに
　本稿では戦間期（1919－1939年）に亘って活動したCSFを事例に，フラン
ス鉄鋼業の組織化の進展についての分析をおこなった。CFFのイニシアチヴ
によって1919年に設立されたCSFはEIA締結交渉が失敗したことから23年に
活動を一旦停止するなど崩壊の危機を招いたが，26年にEIAが締結されて
CSFも活動を再開した。大恐慌によって再度瓦解の危機が生じたが，一般協
定の締緒と裁定委員会の設置により活動の継続が確認されると，以後，次々と
製晶別コントワールを設立して活動範囲を拡大していった。流通業者との問題
から継続が危ぶまれた36年にはOCSを設立して，流通加工業者の組織化を達
成した。こうして，CSFは度重なる瓦解の危機を克服しながら組織化を進展
させ，強固な組織を作り上げて，国内外に活動範囲を拡大していった。
　上記の如く組織化を進展させたCSFを巡っては，本稿での検討により，以
下の特徴と意義が明らかとなった。
　①，戦時期に産業組織化を試みた業界団体のCFFが，CSFの設立および運
営に関して深く関与していた。CFFの役員がCSFの役員を兼任し，また裁定
委員を務めるなど，CFFはCSFの上部機関として鉄鋼業の組織化を方向付け
た。一方，CSFはCFFの下部機関，実務機関として出荷割当等をおこないな
がら，鉄鋼業の合理化・近代化というCFFの意思を，その活動を通じて反映
させていったのである。
　②，CSFの設立と活動の継続に際しては，国際アンタント，とりわけEIA
の成立が重要な役割を果たした。フランスの鉄鋼企業といっても必ずしもフラ
ンス資本とは限らない。ベルギー資本のシエール社を巡る間題が，国内の組織
化においても国際協定を前提とする必要性をクローズアップさせた。また，
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CSFが国内市場を支配し，存立基盤を強固にする上でもEIAは必要不可欠で
あった。さらには，国内市場占有下でのみ実現可能となるOCSの設立に際し
ては，CSFとEIAをともに必要条件としていた。
　③，CSF内部で企業閻の利害対立が生じた背景には，製鋼企業が約20社存
在するという，企業集中の進展の問題がある。多数の企業による協定は，単に
価格協定だけでは解決しない多くの利害対立が生じる可能性が高く，実際，多
くの対立が生じた。割当比率，関違工場，地理的優遇などの問題は，裁定委員
会が取扱った利害対立のいくつかの例に過ぎない。恐慌期の協定違反や自社関
違販売会社の優遇などを巡ってはCSF瓦解の危機さえ招いた。にもかかわら
ず，戦間期を通じて鉄鋼業では，大企業の合併のような大きな集中運動はみら
れなかった。そこには鉄鋼経営者の自立性が保証されており，彼らは企業合併
とは異なる形態での組織化を目指したのである。
　④，鉄鋼経営者はCSFに加盟することで保守化することはなかった。むし
ろCSFを巧みに利用しながら，自社の利潤を追求し，設備の近代化・合理化
を進めた。CSFは市場における自由競争を制限したが，CSF内部では特に割
当比率の増加を巡って企業問の競争が激化していた。協定存続の不確実性が経
営者を競争へと駆り立てたともいえる。CSFは鉄鋼経営者に対して，競争に
おける共通のルールを提供したのである。
　最後になるが，CSFは自由アンタントを基盤にしている。それは行過ぎた
経済自由主義の「合法的無秩序（Anarchie　Legale）」㈱に対する産業界の自主
規制である。戦間期という不安定な時代において，鉄鋼経営者は自らが作り上
げたCFF＝CSF体制の秩序のなかに限定された「自由競争」を追求したので
ある。当然のことながらこの秩序は鉄鋼業界を利するものであって，必ずしも
産業一般や社会全般を利するものではない。
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　業において，鉄鋼協会をモデルとして1921牟に「化学工業同盟（Uni㎝des1皿d皿str1es　Chm1．
　qu巳s）」が創設され，これに加盟する主葵約20社により「フランス化学工業協会（Comit6des工n－
　du鮒ies　Chi皿iques　de　France）」が設立され，化学工業再編成の種進を試みた，作道潤rフラン
　ス化学工業史研究一国家と企業一j，有斐閣，1995年，22碩。
虹旬　Ministさre　d1』Commerce，R囮榊身脇囮1∫〃7〃〃切∫；榊力胆㎎皿｛∫島∫囮∫批吻工北他砧∫o蜆皿閉π｛冗3voIs，
　19ユ9．同報告に関しては，古賀和文丁近代フランス産業の史的研究』，学文社，ユ983年，140－192
　頁、；廣囲功，前掲書，45－121頁参照。
⑰轄一次大戦中の経済組織化に関しては，廣田功「第一次大戦期フランスの国家と産業一「コン
　ソルショム」をめぐって一」，廣田功，奥田央，大沢真理編『転換期の国家・資本・労働両大戦
　問の比較史的研究」，東京大学出版会，ユ988年，19－43頁参照。
l1魯Ministere　du　Commer㏄．｛泓，vol，ユp．204、なお，当時キャルリオーズは一違の著作において
　商工業分野のアンタントやコントワールを奨励している，J　Carlloz、〃棚眺物肋閉4〃星舳応皿・
　肋卿ω閉伽刎ε側三島H－Dunod　et　E－Pi皿at　Editellrs，19ユ＆PP－70－77；Fω㏄肋㎜α㎜舳”oω如d僅3舳肋砂
　沁鮒蝪舳昭伽楓L1brairie　J．一B．Bami～re　et　fils．1924，PP33C－353参照。
⑲廣田功「戦問期フランスのヨーロッパ経済統合構想」，秋元英一，廣田功，藤井隆至編肺場
　と地測，日本経済評論社，1993年参照。
㈱　ユ810年制定の刑法419条（独占禁止条項）は改正されずに存統していたが，1884年の労働組合
　および農業団体に関する法が商工業関係者の団結をも認めたことから，法廷では良いトラストと
　悪いトラストが区別されるようになっていた（R　O．Paxton，L’affaire　des　carbures　et　l’aboliti㎝
　du　delit　d壇coalition，1915－1926，P－Fridenson　ed，，1914－1918』二b刎工椛ヵo例らLesεditions　ouvriεres．
　1977．p．146）。さらに，1901－2年にかけてロンウィ・コントワールの違法性を問う裁判にお
　いてコントワールが無罪となり（C．E．Freede皿an．丁加加伽閉幼ψo榊肋ω似o1｛舳伽F他伽島
　1看67－1914Unlversity　of　Rochester　p欄s，1993，p．119．〕，フランス商工業分野の大企業で1914年
　以前の10隼間に419条違反で宥罪判決を受けた例がなく，クレマンテルが「フランスは賢明にも
　当該条項を暗黙のうちに廃止してしまった」（Paxton，一M，p．148．）と言うように，事実上419
　条は企業経営者に対する法的・心理的抑止効果が薄れていたのである。
吃1〕　RDesg閉nge，工色C伽捌μ向f∫一dあ伽㎎昭側3伽F他伽島CPS，Paris，1976，p9．
⑳　　巳Des馴a皿ge、肋倣，P　1O．
e劃パクストンによれば，炭化カルシウムアンタント締結の事例では，第一次世界大戦末期には
　工業アンタントに対する反対者は分散的であり，強固な組織的基盤も存在していなかったR　O．
　Pa且ton，妨姐，P．ユ55．
幽　　C－N副ttan三Larrler，L皿切囮d刎fω蜆∫｛d6榊㎎伽d｛’㎞iψ2‘o刑虎棚o如幼1㎞’醐姥｛〃f舳壬榊岨屹d埋
　’b伽，Ro咀ss｛盆1』＆Cie，1929，p，／60．
㈱　フランソワ・ド・ヴァンデルは1918年から1940年までの間CFF会頭を務めた日
鯛　当時ド・ヴァンデル家はフランスの政治経済を支配する有力な「200家族」の一つである。戦
　閨期はド・ヴァンデル家の第7世代にあたり，アンリ・ド・ヴァンデル（H㎝ri　de　W㎝del〕の
　三人の息子，フランソワ，モーリス，アンペール，とアンリの弟ロベール・ド・ヴァンデル
　（R⑪bert　de　W㎝del）の二人の息子シャルルとギィが経営者として活躍した時期である。フラン
　ソワとギィは政界に進出し，下院議員に，その後上院護員となる。また，フランソワは1936年の
　事実上の国有化までフランス銀行理事を務めた，F柵㎎桃ゐ㎜棚僅11874－194g．Presses　des
　Et包b1issements　Pa1』I　Even，1949，pp－7－15；Fr皿蜆’伽∫d2W皇〃創∫伽‘例〃d直M酬㎡伽埋’ル1os3’払Im－
　p1コri血£rie　Va胴er．1937．J一・M－Moim．エω凸倣閉∫伽∫”＝エ｛5，伽一｛肋∫伽∫〃邸∫舳㎞蜆｛閉伽㎜一1毎“
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　伽19埋s励如蜆伽舳伽∫肺榊岳，Presse　u口iversitaires　de　Nancy，1989，PP．1C1，105，242，466参照。
　なおド・ヴァンデル家の歴史に関してはP，Frltsch、工ω伽W棚2いぬd直肋伽伽処o帆1976；G
　de　La　B㎝illerle，エ皿吻側㎝伽W棚色↓伽肘棚ω幽㎜物伽伽1704－19541954参照。フランソ
　ワ・ド・ヴァンデルの政界進出に関してはJ．一N．Jea㎜e岬，F・榊㎜加椛幽1舳荒伽吻脇
　工吻酬川り㎜・〃1914・194αSeuil，1976参照。200家族に関してはRe口εSξdiuot、エ｛∫伽■
　。醐姑カ㎜伽斗Perrin、ユ988参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
㈲他の二人の兄弟（フランソワとモーリス〕とは異なり，アンベールは技師ではない。彼は文
　学部を卒業し，財務・商業問題のスペシャリストとしての評価を得ており，［ヴァンデル（家）
　の大使」だった，J．一M．Mome，伽d，pp，1O1，105．こうした彼の学歴や能力はCSF会頭の職に適
　していた。
㈱G　Girault，｛肱参照。
⑫9　P．Desgrange，｛加且，P．14．
㈱　　P．Desgrange、｛腕五，PP，u－15
帥CFFにおける役職はComltεdes　forges　de　Frmce，λ舳㎜伽192峰版によ私
臼オ　P，Desgrange、狛泓，pレユ2－13
㈱　こうした比率の決定方法は戦後復累の一時期に用いられた状況の産物であり，1926年以降は，
　生産実績や実存の生産能力を考慮した割当比率を採用する。
㈱HFlu，一加吐，P109．
㈱E．Chad伽，エ㎝偲垣舳眺Plon，1998，pp，69－70．なお，UCPMI社とルノー社との関係に関し
　ては，P，Fridens㎝、脇肋〃醐刎s舳5f舳理肱Seuil，1972参照。
㈱UCPM1社は多くの加エメーカーが株主となっていた。そうした加エメーカーへの鋼板の優先
　的供給，すなわち川上産業への統含という同社の設立目的からみてもCSFへの加盟には問題が
　あった。
㈱　　Er』c　Bus雪iさre、五螂F㈹榊色肋8日工厚初批芭磁1伽互蜆閉仏舌固炊閉6‘伽ω脇勿伽d2’Z”“獅1918－193a　Comitる
　p01］r　rl11stoireξcono皿iq1』e　e茸fi咀anciξr皇de1且Fr邊nce．1992，pp，74－75．
㈱　P．Desgrange，一碗払、p．31．
㈱　デュ・カステルは1922年には公共土木省鉄適局の局長を務めていた，AN62AS5．
斡O　P，Desgrange，必｛4，叫32
㈹特にドイツ側からのElAの締結交渉に関しては工藤章「国際粗鋼共同体（1926－932年）と
　ドイツ鉄鋼業」帷会科挙紀要第39輯」東大教養学部，1982隼；同r20世紀ドイッ資本主義』■東
　京大学出版会，ユ999年，129－195頁参熊。
綱　ElAおよび同時期の国際アンタントの詳細についてはC　N乱ttanヨL副mer，伽吐，pp．273－329
　参照。
鯛ElAフランス・グループの会含にはしばしばCFF代表が出席するなど・CSFとCFFは緊密
　な協調関係を保っていた凸
幽　　P　Desgrange、砧滅，p．34
負司　P，Desg！・ange，一碗吐，P．45．
鯛例えば0TUAetCSF，工岨畑肋晦4㈱此ら蜆携榊紘2vol，Imp．且DEsfossξsなどがある。
鯛　製晶の分類による価格表（d邊ss1flc盆ti㎝）に関してはAN139AQ98参照。
鰯　ここでいう国内市場にはフランス本国および海外県と植民地が含まれる。
鰯　ただ，産業発展に貢猷する鉄鋼の生産増大を妨げるこうした方式を，フランス政府が容認でき
　なかったという点には留意する必要がある巴．
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帥　AN139AQ1CO，CoI1柵皿tion　g色nεmle　de　racier，1e22Janvior1932．
副表3参照骨
働　AN139AQ100，Ententeエロtematio皿ale　de　rAder，Texte　de　la　Co口冊口tioll　slg皿ξe　le25fεwier
　1933．
㈱バルベザットによれば，加盟各国の国内市場を占有的に保つことができた結果，1933年以降ド
　イッ市場における鉄鋼価格は，アントワープ等で決まる世界市場価格よりも高水準に維持された
　ことが明らかになった，皿Barbez牝A　Price　for　Evrey　Product，Every　Pla㏄：The1皿tematiom1
　St脱1Export　Cartel，1933－39，B洲｛惚＄s　H棚仰，VoL33，No4．1991．
副例えばドイッでは，輸出されるはずの製晶が第三者経由で国内市場に出回り，ドイツ・グルー
　ブは違反者を割り出して制裁を行った。またベルギーの通貨切下げにより，ベルギーの国内市場
　価格が輸出価格やドイツの国内価格よりも低下した際には，国内市場向け製品を購入した業者が，
　協定に違反してドイツやフランスに再輸出した，R　Desgra㎎e，｛協、p．2C6．
鯛1921年以来続けられていたイギリスのEIA加盟交渉は，1935年7月3ユ日になってEiAとイギ
　リス鉄鋼達盟（British　Iron　md　Stee1Federati㎝）との聞で一般協定の締結に至った。協定によ
　りイギリスヘの輸入量が制限されたが，その見返りとして関税が引き下げられれ
5θ鉱大したE！Aは国際鉄鋼カルテル（エロtemati㎝al　Steel　Carte1）とな私詳細については，E，
　Hexner、丁加〃舳肋伽1∫娩1C皿れψThe　University　of　North　Carolma　press，1943参照。
6司　P．Desgra皿ge、妨｛吐，p．ユ47，
鯛一般協定署名企業16社とド・ヴァンデル（MM　de　W㎝de1西Cle），ロレーヌ（S㏄iξtξLor－
　r且ineMmiさreetMξtau口r蟻que），マルミッシュ，シャンパーニュ（S㏄ieteM繧talIurgiq皿ede
　Cha㎜pa馴e）の4社である。
㈲これらの定款に関してはAN139AQ1C0を参胤
㈱　P　Desgrange，一肋比、p　155
臼］〕AN139AQ98，Rapports　du3εme　et4εme　Col1さge　de　Cens1ユre　du　C．S．F・
鯛　Le　J01ユmal　du　G．A，P　（Bl1lletm　d’mformatiol1s　du　Groupement　Amica1d1』Peτsomel　du　Com－
　pt01rSid6rurglquedeFra皿c色）が発行されていた。
喧3　C　Chardot，Un　exe皿ple　vξcu　d1entente　elltre　productellrs　et　distrib1』te皿rs．．パ53，Sω妙三6舳’血批
　8側〃直κ閉b｛一伽㈱側31d刎Cα0．P，25Fξvrier1939．
㈱例えばロンウィ製鋼社のロンゴヴィカ（L㎝govm）社がこのタイプである。
㈱例えばマリーヌ・オメクール社のダヴァン（Davum）社がそうである。ダヴァン杜は，1818年
　にサルモン（Sa㎞㎝）家によって設立されたサルモン商会（mais㎝SALMON）を母体とし，マ
　リーヌ・グルーブの出資を得て1921隼に株式会社に改組した。サルモン家が株式の半数を所有し，
　マリーヌ・グループ傘下のマリーヌ社（オーモン，オメクール，アセイユイ，ブーコー，オン
　ズィオン各工場〕およびロンバ社，ミッシュヴィル社，アルヴァール社，H　A，D．1．R社，シャ
　ンパーニュ社，グロスジャ社，ディリング社，マフィソト商会，ヴァンシイ鋼管社の製品を主に
　扱った．AN139AQ134．
㈱　ド・ヴァンデル社がその一例である。
㈱シュネーデル社のように特殊鋼や軍需製晶を生産・圧延するいくつかの企業がこれに該当す
　る喧
㈱ランペール・リボ（CFF），デポルト（DESPORTES〕（CFF），デュ・カステル（CSF），タ
　ファネル（CSF、シャティヨン社），アロン（ノール・エスト社），デュビュイ（DUPUY）（ノー
　ル・エスト社），ゴルベルジェ（GOLDBERGER〕（ド・ヴァンデル社〕，グ］ジユ（GOUGE）（ノ
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　ルマンデイ社），ジョルダンOORDAN）（ドナン社），ドーム（DAUM）（マリーヌ社）が召喚さ
　れた。そのときの模様に関してはANユ39AQ150参照。
㈱　シャルドの経歴は．国立高等工芸学校を卒業後に技師となり，アレ社（Fo㎎es　d・A蛇s）を経
　て、ロンウィ製鋼社の販売管理都門の役員となる。
㈹　定款についてはAN139AQ148参照。
㈹　同委員会は平均12名で構成され，後述する出荷割当業者と入荷管理業者が半数ずつを占めた。
　また各団体の均衡を図るため，委員に選出された出荷割当業者6名のうち4名はGCSに，入荷
　管理業者6名のうち4名はSNNFQMに所属し，残る4名はFPCSに属していた。
㈲　ANユ39AQ152，ααS．1ere　R宣GION・PARiS
㈱地区ごとの価格表および加盟企業等に関してはAN王39AQ152，Barεme　de　ven㎏a　la　sortie
　des　magasins参照。
㈱　フランス国内に200社弱，アルジェリアに30杜程が存在した，AN139AQ153，liste　des　maga・
　sins　co皿tingent虐s査1a　sortie　ou　conting芭ntables．
㈲　ANユ39AQ134
㈱　例えば第一地区ではHAR1SMENDY－COUSlN，BAZINの3名が監督人に任命された，AN139
　AQ152，0．C．S．1さre　R］…：GlON・PAR1S，
仔司　P，Desgrange、｛肋4．，p．211，
閥戦時期のCPFの活動についてはE．Ma皿chotte，D舳月閉焔伽α榊肋dεy醐ク5刎C㎝1伽〃
　エωC舳μ舳d㈱〃〃㎜伽畠幽〃む鋤SainトDi6．1950，pp．57－68参照。ヴィシー政権下での鉄鋼
　業組織化は，それまでとは異なる社会経済体制のもとで行なわれたものであり，その意義は異な
　る。今後，ヴィシー政権下における鉄鋼業組織化の研究が待たれる。また，第二次世界大戦後の
　CPSの活動も戦間期とは大きく異なる。それに関してぱ，石山幸彦「シューマン・プランとフ
　ランス鉄鋼業（195ト52年）一ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体の創設一」仕地制度史学j140号，
　1993隼，および同「ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体のカルテル規制　（1952－54隼）一フランス鉄鋼
　業の事例を申心に一」『土地制度史学」148号，ユ995隼を参照。
ウ菖　AN139AQユCO，Conventlon索皿ξrale　de　lIac1er，22Janvier山1932．
㈱戦闇期には政府・商務省は，フランスの経済力強化のため何度か自由アンタントを強制化す
　る政策を試みている。原輝史「戦關類フランスにおける経済組織化構想一マルシャンドゥ法案
　　（1935隼）をめぐって一」丁祉会経済史学」第56巻2号，1990年；岡「戦闇期フランスにおける
　産業組織化と強制アンタント」『社会経済史学』第58巻5号，1992隼参照。なお，両論文とも，
　原輝史rフランス載間期経済史研究』，日本経済評論社，1999隼，に収録されてい私また，技
　師であり産業協会理事でもあるジャン・エイマンが，強制アンタントであるマルシャンドゥ法案
　が審議される直前の1934年12月30目に，フランス国家組織化委員会（ComitξNati㎝al　de　l’or鮒
　nisation　Fra皿｛aisel　CN0F）の総会において，諸産業の経営者を前にして，緩済発展に寄与する
　ものとしてアンタントを支持する講演を行なっている、Jean　Heyma㎜，Les　Ent㎝tes　Ind皿striel－
　les，勘三脇捌伽C舳工州幽糊1伽ガ眺蜆榊囮主伽肋榊ゐ軌Fξwer－Mars1935
㈱　同委員会には，以下の強大な権隈が与えられた曲すなわち，署名企業は裁定委員会の重要性
　を再認識するとともに和解に至らない諸問題はすべて裁定委員会に付託すること，すぺての加盟
　企業・工場は裁定委員会が決定する総粗鋼生産割当比率を無条件に承諾すること，すぺての加盟
　工場は上記の比率にもとづき各製晶別に生産を配分し．これにより製品別コントワールおよびア
　ンタントにおける各企業の割当比率を決定し，また，コントワール取扱外の生産量を決定する裁
　定を無条件に承諾すること，輸出に関してカロ盟者闇で合意に至らないときは裁定委員会の決定に
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　従うこと，ある工場が特例の承認を得るための特殊な状況は，拘東を受けない裁定委員会の自由
　な評価による裁定により規定されること，地理的調整，個別報奨金に関する問題について合意が
　得られない場合は裁定委員会に委ねること，他のコントワールの設立，更新において友好的合意
　に達しない場合は戴定委員会に委ねること，などである。
鯛ユ922年当蒔，公共土木省鉱山局主任を務めていた，AN62AS5
鰯AN139AQ133，135には1932牟一1941年の閻に下された判決文がほとんどすべて残されてい
　る冒なお、以下では，旧裁定委員会の判決を中心に論じる。
㈱新裁定委員会（1935－40）によると，割当比率の決定に際して一次要因として考慮されたのは，
　①一定期聞における実現生産量，②生産能力，③技術的，商業的，財務的要因である。二次要因
　としては，①製造法（トーマス，マルタン，電気）と鋼およびその製品の品質．②製造の多様性，
　鍛造，精練機の能力，③地理的状況，④製造原価と販売，財務状況が考慮された，AN139AQ
　135，Sentence4自40，Exposedes日10tifs．
鯛CSF会長に宛てた1934年里月11日付けの，「裁定委員会で未だ解決されていない問題のリス
　ト」の11番圓に，新規設備の操業に伴うロンバ社の割当見直し問題があげられている，AN139
　AQ99．Ql］estio皿s　dlordre　gξnξral　non　ellcore　tramhξes　par1e　Couεge　Arbitra1．
㈱例えばノール・エスト社は1935年に，ルーヴローユ（L㎝woil）工場第3高炉およびヴァラン
　シエンヌ（Val㎝ciemes）工場第3マルタン炉の稼動を理由に割当の増大を要求し，承認され
　る，O，Hardy－Rξ皿ery，Croissa皿ce　et㎜archξe皿sidεmr威e＝Ies　avatars　des　Forges　et　Aciξries　d1］
　Nord－Est（1817－1948），RFrldensonetAStra1］s（dir〕，工｛ωク…肋1㎞力皿仰ω∫19少20｛∫梶d島
　F榊rd，ユ987．P．128．
㈱製品別では，半製晶の比率が3．5％から4．57％に（裁定判決文Nr30），また．マーチャント・
　パーの比率が11．07％から13．18％に（裁定判決文Nr31）それぞれ増大した。
鯛関違工場とは，加盟企業とフランス国内の消費企業の工場が，一定の資本関係（通常25％以上
　を所有）にあると裁定委員会によって判断された工場のことであり，加盟企業から出荷される
　半製晶を消費企業が完全に加工して再販する場合にのみ関連工場として認定された。
鯛コントワールの取扱製品は自己消費分，完全管理品（C㎝打61e　Complet），部分管理品
　（Contr61e　Restreint）に区分され，完全管理下では，重量および価格が管理の対象となり，製品
　はコントワールによって販売され，一般賓の名目で取扱重量単位当り一定の手数料がCSFに徴
　収された。部分管理下では，コントワールを経由しないで加盟企業が自己の勘定で製品を販充し，
　取引の実態をコントワールに報告した。なお．CSFに支払う一般費は完全管理品における一般
　費の25％相当であった。
⑮O　AN139AQ133，裁定判決文N．22，23，28，40．g1．
eO　O．Hardy－Hεm把ry、枇｛んpp．124－126．
鯛その意味では，鉄鋼業に限定すれば，原輝史氏が主張するようにフランスのアンタントが「参
　加企業の存続を保障することによって，集中のそれ以上の進展を阻止するという逆説的な結果を
　もたらした」（原琿史丁フランス資本主義j，ユ22頁）というのは強ち聞違いではない批むしろ
　集中の進展する遼度を緩めたというのが妥当である。
㈱　AN139AQ99．Quest1oIls　d㎞dre　gξnεra1m皿emore　tra皿chξes　par　le　Collξge　Arbitrガー
幽　赴N139AQユ33，裁定判決文肝9，14，21，50，54，6g，187．
鯛ただ，ここで注意すべきことは，同条項の認定を受けない事例の存在からも明らかなように，
　生産の集中が必ずしも進展している訳ではなく，CSF体制の下であっても企業の自立性が尊重
　されていたことである。
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臼尊　Je劃n　Heyman口，舳也d，Fξvrier，1935，p，44
［付記］本稿は経営史学会第33回全国大会（1997年10月，福岡大学）における研究報告にもとづい
て，大幅に加筆修正したものである。報告後のアフタ・セッションでは，工藤章教授をはじめ，
中島俊克教授，市川文彦助教授から有益なご指摘をいただいたまた史料渉猟にあたっては廣田
功教授，遅塚忠躬教授から貴重な資料の提供を賜った。パリでは資料収集および本稿執筆におい
て，フリダンソン教授（P，Frid豊ns㎝）（E，H　E　S，S），キッピング教授（M－Klpping〕
　（U㎜versityofReadi㎎）には特にお世話になった。ここに記して感謝申し上げたい。
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